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労働基準関係情報メーノレ窓口の本格的な運用に当たり留意すべき事項について

標記労働基準関係情報メ}ノレ窓口(以下「メ」ノレ窓口」という。)については、平

成 23年 12月28日付け基発 1228第5号「労働基準関係情報メ}ノレ窓口の本格的な運

用について」により指示されたところであるが、その適切な運用に当たっては、下記

に留意の上、遺憾なきを期されたい。

なお、平成 23年 10月 19日付け基監発 1019第1号「労働基準関係、情報メーノレ窓口

の開設についてJは、平成 24年 1月 3日をもって廃止する。

記

1 情報メ，-ノレの処理要領

労働者等の情報提供者から当該;/-/レ窓口に寄せられたメール(以下「情報メー

ノレ」という。)の具体的な処理は以下により行うこと(別添1 r労働基準関係情報

メ}ノレの処理の流れJ参照。)。

(1) 情報提供者から管轄局への情報提供ー

厚生労働省ホームページ上の「労働基準関係情報メール窓口」の画面におい

て、情報提供者が入力フォームに労働基準関係、法令違反事業場に関する情報等

の必要事項を入力し、内容を確認の上送信すると、入力された情報がメールに

より「会社(支底・工場等)所在地」を管轄する都道府県労働局(以下「管轄

局j という。)労働基準部監督課の労働基準行政情報システムの専用メ」ノレアド

レス(以下「専用アドレス」という。)に送信される。専用アドレスは別添2r専
用アドレス一覧表Jのとおりである。

なお、情報メーノレについては、管轄局に送信されると同時に、同じ内容のメ

ーノレが本省労働基準局監督課の専用メールアドレス(以下「本省アドレス」と

いう。)にも送信され00

(2) 管轄局から管轄署への情報提供

情報メーノレを受信した管轄局は、「会社(支底・工場等)所在地」を管轄する

労働基準監督署(以下「管轄署」という。)に、当該情報メ-/レについて情報提



供を行うこと。

(3) 管轄署における処理

情報提供を受けた管轄暑は、当該情報メーノレの情報について、投書等による

情報と同様の取扱を行うこと。

(4) 管轄外の「会社(支庖・工場等)jに係る情報メールの転送

管轄外の「会社(支活・工場等)Jに係る情報メールを受信した局は、「会社

(支庖・工場等)所在地Jの管轄局の専用アドレスに当該情報メーノレを転送す

ること。情報メ}ノレを転送された管轄局は上記(2)及び(3)の処理を行うこと。

(5) 留意事項

局署のメーノレアドレスの管理上、情報の内容が何らかの回答を求めるもので

あっても、情報提供者に対し、メーノレの返信等を行わないこと。

(6) 統計処理

本省においては、毎月 1日から末日までに送信された情報メールの件数等を

別紙「労働基準関係情報メール窓口集計表」により取りまとめ、翌月 15日まで

に都道府県労働局労働基準部監督課にメールで情報提供する。

2 情報メール管理者の選任について

局監督課においては、情報メーノレの処理及び専用アドレスのメールボックスの管

理を行う者(以下「情報メーノレ管理者」という。)を選任すること。情報メーノレ管

理者は別途通知する専用アドレスに係るユーザ ID、パスワードを適切に管理する

とともに、メーノレボックスを1日1回程度、定期的に確認し、上記1の(2)及び(4)

の処理を行うこと。

3 公益通報が行われた場合の処理について

メール窓口画面において公益通報は受け付けていない旨記載しているが、情報提

供者が「情報提供内容」欄に、氏名及び連絡先を記載しているものについては、公

益通報に該当する可能性があること。公益通報に該当する場合の処理方法について

は、平成 18年2月 15日付け事務連絡「労働基準監督機関に対し公益通報者保護法

に基づく通報が行われた場合の当面の処理方法についてJ等において指示されたと

ころに従い、処理すること。

なお、公益通報に該当すると考えられるが、連絡先として情報提供者のメールア

ドレスのみの記載しかない情報メ}ノレについては、本省アドレスに転送すること。

本省労働基準局監督課におしとでは、情報提供者に対し、メーノレアドレス以外の電話

番号等の連絡先を照会するメーノレを送付し、当該連絡先を把握した際には、管轄局

の専用メーノレアドレスに返信することとしているι

」
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【管轄局監督謀】情報提供者からの情報メールが専用アドレスに送信される。本省アドレスにも同じ内容のメールが同報で送信される

(本省は件数等の集計lこ活用。〉。

【管轄局監督課】管轄署に情報提供する。

【管轄署】匿名の投書等による情報と同様の取扱を行う。

注〕情報の内容が何らかの回答を求めるものであっても、情報提供者に対し、メールの返信等を行わない。

【管轄局致督課】誤って他局管轄の会社(支庖・工場等)についての情報メールが送付されたものについては、正しい管轄局監督課の専

用アドレスへ転送する。

【管轄局監督課】公益通報に該当すると考えられるが、連絡先として情報提供者のメールアドレスのみの記載じかない情報メールについ

ては、本省アドレスに転送する。
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